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環境管理ｼｽﾃﾑの運用状況（ISO14001）

１ 掛川市環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）

(1) 概要

環境基本計画、地球温暖化防止実行計画（スマート・オフィス・プラン）の計画的かつ効果

的な進行管理を行うため、掛川市役所では平成16年７月に本庁舎のISO14001の認証を取得し、

「掛川市環境マネジメントシステム」を運用しています。

環境マネジメントシステム（以下ＥＭＳ）は、Plan（計画）→Do（実行）→Check（点検・

評価）→Action（見直し）というサイクルに基づき取り組みを行うことにより、市役所の活動

に伴う環境への影響について継続的に改善していくシステムです。

(2) 環境マネジメントシステムの推進体制

環境管理統括者
市 長

環境管理委員会 内部環境監査チーム
委員長：市長 監査員ﾘｰﾀﾞｰ： 主幹
委 員：副市長、教育長 監 査 員 ： 主幹

理事、部長

環境管理責任者
環境経済部長

ＩＳＯ事務局
環境政策課

実行組織：各課等 関連外部団体
協力要請

環境マネジメントシステムにおけるＰＤＣＡサイクルのイメージ

ＣＨＥＣＫ（点検・評価）
・取り組みに対する監視、測定
・達成状況等の評価

ＤＯ（行動）
全職員による実施・運用
・計画に基づき施策を実施

ＡＣＴＩＯＮ（見直し）
市長による見直し
点検・評価の結果を踏まえた
計画の見直し

ＰＬＡＮ（計画）
環境方針を実現していくた
めの計画
・環境目的
・環境目標

環境方針



- 68 -

(3) 掛川市役所の事務・事業における環境改善のための行動方針（環境方針）

環境方針とは、掛川市役所が行う事務・事業について、環境に関わる取り組みの最終的な到

達点となるものです。

各職員は、この環境方針と各自の業務との関連性を把握し、日常業務において環境改善のた

めの取り組みを実施しています。

掛川市環境方針

１ 基 本 理 念

掛川市は、遠州灘から北部の森林まで多様な自然環境を有するとともに、東西交通の要所と

いう地の利を有効に活用し、発展してきました。

近年は、地球の持つ能力の限界が認識され、地球温暖化防止対策や自然環境保護等、環境保

全が強く求められています。

このため、快適な住環境と海と山をつなぐ豊かな自然環境を守り育て、次世代に引き継いで

いくことを目的として、「地球環境の保全」「自然環境の保護と復元」「生活環境の整備と保全」

を基本方針とし、市民・事業者・行政が一体となって、環境保全に関する施策を総合的かつ積

極的に推進するために、生涯学習まちづくりと位置づけ、持続可能なまちを目指します。

２ 行 動 指 針

掛川市は、基本理念をもとに、次に掲げる５つの項目により環境に配慮した業務を進めま

す。

(1) 環境に配慮した事業の推進

市役所が行う全ての業務について、環境に関係する法令等を守り、汚染を未然に防ぐとともに、

環境に与える悪い影響を可能な限り減らすことにより、地球温暖化の防止及び自然環境の保護や

地域の住みよい環境の保全に努めます。

(2) 市民と事業者と行政との協働による地球環境保全への取り組み

地球環境の保全のため、次のことに取り組みます。

① 省資源、省エネルギーの推進と市域からの温室効果ガス発生量の抑制

② 廃棄物の減量やリサイクル及び環境に配慮した商品の購入の推進

③ 太陽光や太陽熱、海岸部での風力等の新エネルギーの活用と普及の推進

(3) 地域の環境保全に対する取り組み

地域環境の保全のため、次のことに取り組みます。

① 豊かな自然の保護や緑化活動等の推進と支援

② 公害の防止等による、住み良い環境の整備

③ 地域や市民、団体が積極的に環境保全活動を推進するための支援

(4) 組織、運営体制の整備

市役所内の環境保全に取り組む体制を整え、職員の１人１人がすべきことを明確にし、全員

で環境保全活動に取り組むとともに、研修を行いながら意識の向上を図ります。

(5) システムの見直し、改善

環境方針を達成するため、環境管理システムを作り、定期的に見直していくことで、継続的に

改善していくよう努めます。

環境方針及び環境管理システムによる環境保全活動の結果は、広く公表します。

平成２１年 ６月 ５日

掛川市長 松井 三郎
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２ 平成21年度の進捗状況

平成21年度は62項目の実行目標について取り組みを行いました。

(1) 取り組み項目の分類

分 類 内 容 項目数

オフィス業務 本庁舎の事務・事業に関する省エネ活動 ９
（紙・電気・水・ごみの削減等）

発注業務 工事・委託業務など外部発注に関する活動 ７

施設管理業務 庁舎施設等の維持管理に関する活動 １

環境保全業務 各課の事業で環境保全に効果のある活動 45
（緑化の推進、環境学習の推進等）

計 62

(2) 取り組み結果概要

分 類 項目数 目標をほぼ達 目標をやや下 目標を大幅に

成した項目 回った項目 下回った項目

オフィス業務(№１～９) ９ ４ ３ ２

発注等業務(№10～16) ７ ７ ０ ０

施設管理業務(№49) １ １ ０ ０

環境保全業務(№17～48､50～61) 45 34 11 ０

計 62 46 14 ２

・目標をほぼ達成した項目：目標に対し概ね９割以上の成果・・・・・Ａ

・目標にやや達しなかった項目：目標に対し概ね７割程度の成果・・・Ｂ

・目標を大幅に下回った項目：目標に対し概ね５割程度の成果・・・・Ｃ

※これらの取り組みの実施対象は本庁舎で、支所等の出先機関については、紙・電気・水・ごみ

等の削減活動であるオフィス業務についてのみ取り組みを実施しています。

今後、出先機関についても、順次、本庁舎と同レベルの取り組みを導入していく予定です。

審査機関によるISO14001更新審査の様子（３年に１回実施）
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(3) 取り組み結果一覧
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掛川市地球温暖化防止実行計画
（スマート・オフィス・プラン）

１ 計画の概要
(1) 目的

地球温暖化対策の推進に関する法律第21条に基づき、市が率先して自らの事務・事業に伴い

排出される温室効果ガスを削減することで、市民・事業者等の温室効果ガス削減に向けた取り

組みの啓発につなげていくことを目的として策定しました。

(2) 策定時期：平成18年３月策定 平成18年７月改訂

(3) 計画期間：平成18年度～平成20年度まで３年間 （基準年は、平成17年度）

(4) 概要

ア 対象物質

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ＨＦＣ（代替フロンの一種）の４物質

イ 計画範囲

市役所本庁および出先機関が行う事務・事業（委託事業等も含む）

ウ 削減目標

平成20年度までに5.2％の温室効果ガス削減

※計画期間及び削減目標については、現在見直し中

オ 取り組み体系

取り組みは、各部署における電気や燃料、水、紙等の使用量、廃棄物の削減やグリーン購

入等（スマート・オフィス）と市が発注する委託や工事、事業部門やイベントの開催などに

おける環境への配慮や緑化の推進等（スマート・プロジェクト）に大別され、さらに環境マ

ネジメントシステムにおける取り組みの体系に分類されます。

スマート・オフィス・プラン 環境マネジメントシステムにおける分類

スマート・オフィス オフィス業務

施設管理業務

スマート・プロジェクト 発注業務等

環境保全業務

(ｱ) スマート・オフィス (オフィス業務、施設管理業務)

各部署での電気、燃料、水、紙等の使用量、廃棄物の削減やグリーン購入の推進

例 不要な照明の消灯、OA機器の省エネ使用、冷暖房温度の適切な管理、節水の実施、

雨水利用等の推進、環境に配慮した交通手段の利用、エコドライブの推進、

紙使用量の削減、廃棄物の減量化・リユースの推進、グリーン購入の推進

(ｲ) スマート・プロジェクト (発注業務等、環境保全業務)

市が発注する委託や工事、イベントの開催などの環境への配慮や緑化の推進

例 環境に配慮した設計施工、建設廃棄物のリサイクルの促進、緑化の推進

委託業務等における環境への配慮、印刷物発注時における環境に配慮した用紙

の使用要請、イベントの際の使い捨て容器等の抑制、関係外郭団体への協力要請

カ 推進体制

取り組みがＥＭＳと相互に補完しあうため、ＥＭＳ推進組織を活用しています。
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２ 温室効果ガス排出状況

(1) 温室効果ガス総排出量

平成21年度の温室効果ガス総排出量は、14,436.7t-CO2であり、対前年度比では、7.0%の削

減、目標基準年度と比較すると、約1.4％の減少となりました。

（単位：t-CO2）

年度 CO2 CH4 N20 HFCs 合 計 対H17比

H17 13,835.0 65.7 735.5 0.0 14,636.1

H18 13,614.6 68.2 796.5 0.0 14,479.3 -156.8 -1.07%

H19 14,880.8 71.3 517.5 0.0 15,469.6 833.4 5.69%

H20 13,671.9 75.0 689.8 0.0 14,436.7 -199.5 -1.36%

H21 13,976.4 78.8 708.6 0.0 14,763.8 127.7 0.87%

(2) ガス別排出状況

（単位：t-CO2）

ガス名 CO2 CH4 N20 HFCs 合 計

排出量 13,976.4 78.8 708.6 0.0 14,763.8

割合 94.7％ 0.5％ 4.8％ 0.0％ 100.0％

市庁舎及び出先機関等における温室効果ガス総排出量の推移

736
797

518

690

709

13,835
13,615

14,881

13,672
13,976

66
68

79
75

71

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

平成 17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

t-CO2

ＨＦ Ｃ

Ｎ 2Ｏ

ＣＨ 4

ＣＯ 2

14,636
14,479

15,469

14,436

14,764

ガス別排出状況 N2O
4.8%

CH4
0.5%

HFC
0.0%

CO2
94.7%
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ガス別排出状況の内訳としては、電気、燃料の使用等に伴う二酸化炭素の排出量が最も多く、全

体の約95％を占めています。

(3) 項目別温室効果ガス排出状況 （単位：t-CO2）

項目名 電気 燃料 廃棄物 自動車 下水処理 その他 合 計

H21 11,181.0 2,379.0 844.7 176.6 182.5 0.0 14,763.8

H20 10,924.6 2,205.7 581.9 551.8 172.7 0.0 14,436.7

H19 11,639.2 2,446.4 428.7 810.6 144.7 0.0 15,469.6

H18 10,606.7 2,438.1 746.7 514.7 135.9 37.2 14,479.3

H17 10,736.8 2,620.8 639.9 477.5 123.9 37.2 14,636.1

17比増減 187.8 △415.1 △58.0 74.3 48.8 △37.2 △199.4

H21割合 75.7％ 15.3％ 4.0％ 3.8％ 1.2％ 0.0％ 100.0％

全体としては、電気の使用による排出が圧倒的多数を占め、次いでガス・重油等の燃料使用によ

る排出となっています。平成20年度は、これまで稼働していた環境保全センターが閉鎖されたため、

基準年度と比較すると燃料の使用量が大幅に減少しています。

(4) 施設別排出状況
（単位：kg-CO2）

施設名 CO2 CH4 N2O HFCS 合 計

本庁舎・南館 1,152,002 257 5,108 0 1,157,367

大東支所 364,420 0 2 0 364,422

大須賀支所 199,564 17 387 0 199,968

水道事業所 37,358 32 968 0 38,358

消防署 188,998 103 1,913 0 191,014

市立総合病院 5,198,706 107 68,660 0 5,267,473

浄化センター 2,204,782 78,274 630,237 0 2,913,293

ごみ焼却施設 126,811 0 0 0 126,811

給食センター 1,040,176 2 158 0 1,040,336

その他の出先機関 1,467,762 11 363 0 1,468,136

幼・保・小・中 1,995,853 13 835 0 1,996,701

合 計 13,976,432 78,816 708,631 0 14,763,879

要因別温室効果ガス排出量（本庁舎・出先機関）

その他

0.0%

下水処理

1.2%
自動車の使用

1.2%
廃棄物処理

5.7%

燃料の使用

16.1%

電気の使用

75.7%
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(5) 施設別増減推移
（単位：kg-CO2）

施設名 H20 H21 増減 増減率

本庁舎・南館 1,134,896 1,157,367 22,471 2.0％

大東支所 375,441 364,422 △11,019 △2.9％

大須賀支所 198,060 199,968 1,908 1.0％

水道事業所 33,065 38,358 5,293 16.0％

消防署 241,955 191,014 △50,941 △21.1％

病院 5,179,913 5,267,473 87,560 1.7％

浄化センター 2,825,822 2,913,293 87,471 3.1％

ごみ焼却施設 0 126,811 126,811 ―％

給食センター 880,114 1,040,336 160,222 18.2％

その他の出先機関 1,381,057 1,468,136 87,079 6.3％

幼・保・小・中 2,186,299 1,996,701 △189,598 △8.7％

合 計 14,436,622 14,763,879 327,257 2.3％

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000

本庁舎・南館

大東支所

大須賀支所

水道事業所

消防署

病院

浄化センター

ごみ焼却施設

給食センター

その他の出先機関

幼・保・小・中

kg-CO2

H21

H20

【施設別排出状況】

病院
36%

その他の出先機
関
10%

幼・保・小・中
14%

本庁舎・南館
8%

大東支所
2%

消防署
1%

大須賀支所
1%

水道事業所
0%

浄化センター
20%

給食センター
7%

ごみ処理施設
1%
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参考 掛川市役所本庁舎の削減活動の推移（電気・ガス・水道）

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

電気（千kWh） 1,621 1,622 1,517 1,501 1,506 1,463 1,471 1,453

ガス（百万kcal） 1,205 1,074 946 914 807 909 950 840

水道（㎥） 4,708 5,150 5,125 5,458 4,707 5,108 5,844 5,394

H19 H20 H21

電気（千kWh） 1,488 1,499 1,546

ガス（百万kcal） 963 835 865

水道（㎥） 5,704 5,050 4,648

電気使用量はスマート･オフィス・プラン導入以前に比べると削減が進みましたが、平成20年度

と平成21年度を比較すると、約3.1％の増加となっています。昼休みの消灯や、パソコンの省エネ

設定等による節電の成果はあるものの、増加の原因は、猛暑や急激な冷え込みなど季節変動による

ことも考えられます。

ガスについても平成11年度以降、使用量は減少傾向にありましたが、平成21年度は電気同様に使

用量の増加が見られました。夏のクール・ビズや冬のウォーム・ビスなどを推進するとともに、今

後はエアコンの温度設定のより徹底した管理が求められます（夏季の室温：28℃、冬季の室温20

℃）。

掛川市役所本庁舎は元々優れた省エネ性能を持つ建物であり、一般的な市庁舎に対してエネルギ

ー使用量が低くなっています（平均的な庁舎のエネルギー消費原単位：1,523ＭＪ/㎡・年に対し、

1,162ＭＪ/㎡・年）。

※平成15年度に省エネルギーセンターにより実施された省エネビル診断に基づく結果です。

※「平均的な庁舎」とは、Ｈ９～Ｈ１３年度診断実施ビルの平均値です。

掛川市役所本庁舎の削減活動の推移
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３ グリーン製品購入状況

(1) 背景

地方公共団体は、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に

基づき、環境に配慮した物品等の調達に努めることが定められています。掛川市役所では、グ

リーン購入について率先して取り組むため、掛川市グリーン購入推進指針を定め、環境に配慮

した製品の購入に努めています。

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）

第10条 都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、毎年度、物品等の調達に関し、当該都道

府県、市町村及び地方独立行政法人の当該年度の予算及び事務又は事業の予定等を勘案

して、環境物品等の調達の推進を図るための方針を作成するよう努めるものとする。

２ 前項の方針は、都道府県及び市町村にあっては当該都道府県及び市町村の区域の自然的社

会的条件に応じて、地方独立行政法人にあっては当該地方独立行政法人の事務及び事業に応

じて、当該年度に調達を推進する環境物品等及びその調達の目標について定めるものとする。

この場合において、特定調達品目に該当する物品等については、調達を推進する環境物品等

として定めるよう努めるものとする。

３ 都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、第１項の方針を作成したときは、当該方針に

基づき、当該年度における物品等の調達を行うものとする。

(2) 購入実績

品 目 H19 H20 H21 算出根拠

１ 紙類 97％ 93％ 99％ 金額ベース

２ 納入印刷物 92％ 99％ 94％ 枚数（Ａ４用紙換算）

３ 文具類 83％ 53％ 92％ 金額ベース

４ 衛生用品 84％ 64％ ― 〃

５ 機器類 96％ 78％ 85％ 〃

６ ＯＡ機器 11％ 72％ 80％ 〃

７ 家電製品 100％ 51％ 89％ 〃

８ 蛍光灯照明器具 40％ 59％ 0％ 〃

９ 自動車 ― ― ― 〃

10 制服・作業服等 23％ 0％ 98％ 〃

11 インテリア等 ― 67％ 0％ 〃

12 作業用手袋 2％ 29％ 87％ 〃

平成21年度において購入率が100％の項目はありませんでした。

しかし、前年度に比べ、全体的にグリーン製品の購入率が高くなっています。購入率100％達成

を目指し、物品等の購入検討段階における職員への情報提供やグリーン購入意識の徹底を呼びかけ

ていく必要があります。


